
 

◇ 法 令 資 料 ◇ 

【教育基本法】 
我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに、

世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。 

我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、

豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指

す教育を推進する。 

ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育の基本を確立し、その

振興を図るため、この法律を制定する。 
 

第一章 教育の目的及び理念 

（教育の目的） 

第一条   教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を

備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 

（教育の目標） 

第二条   教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。 

一   幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとと

もに、健やかな身体を養うこと。 

二   個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うと

ともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

三   正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、

主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

四   生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

五   伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊

重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

（生涯学習の理念） 

第三条   国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわ

たって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生

かすことのできる社会の実現が図られなければならない。 

（教育の機会均等） 

第四条   すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、

人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。 

２   国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられ

るよう、教育上必要な支援を講じなければならない。 

３   国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者

に対して、奨学の措置を講じなければならない。 
 

第二章 教育の実施に関する基本 

（義務教育） 

第五条   国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさせる義務

を負う。 

２   義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立

的に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養

うことを目的として行われるものとする。 

３   国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、その水準を確保するため、適切な役割

分担及び相互の協力の下、その実施に責任を負う。 

４   国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料を徴収しない。 

  



 

（学校教育） 

第六条   法律に定める学校は、公の性質を有するものであって、国、地方公共団体及び法律に定め

る法人のみが、これを設置することができる。 

２   前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身の発達に応

じて、体系的な教育が組織的に行われなければならない。この場合において、教育を受ける

者が、学校生活を営む上で必要な規律を重んずるとともに、自ら進んで学習に取り組む意欲

を高めることを重視して行わなければならない。 

（大学） 

第七条   大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して

新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与す

るものとする。 

２   大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されな

ければならない。 

（私立学校） 

第八条   私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ、国及び地

方公共団体は、その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当な方法によって私立学校教育の

振興に努めなければならない。 

（教員） 

第九条   法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、

その職責の遂行に努めなければならない。 

２   前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇

の適正が期せられるとともに、養成と研修の充実が図られなければならない。 

（家庭教育） 

第十条   父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活のた

めに必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図

るよう努めるものとする。 

２   国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び

情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（幼児期の教育） 

第十一条  幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ、

国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法に

よって、その振興に努めなければならない。 

（社会教育） 

第十二条  個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共団体に

よって奨励されなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施

設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めな

ければならない。 

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力） 

第十三条  学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚す

るとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。 

（政治教育） 

第十四条  良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない。 

２  法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その他政

治的活動をしてはならない。 

（宗教教育） 

第十五条  宗教に関する寛容の態度、宗教に関する一般的な教養及び宗教の社会生活における地位は、

教育上尊重されなければならない。 

２  国及び地方公共団体が設置する学校は、特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活動を

してはならない。 



 

第三章 教育行政 

（教育行政） 

第十六条  教育は、不当な支配に服することなく、この法律及び他の法律の定めるところにより行わ

れるべきものであり、教育行政は、国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の協力の

下、公正かつ適正に行われなければならない。 

２  国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため、教育に関する施策を総

合的に策定し、実施しなければならない。 

３  地方公共団体は、その地域における教育の振興を図るため、その実情に応じた教育に関す

る施策を策定し、実施しなければならない。 

４  国及び地方公共団体は、教育が円滑かつ継続的に実施されるよう、必要な財政上の措置を

講じなければならない。 

（教育振興基本計画） 

第十七条  政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関

する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計

画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２  地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体におけ

る教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 
 

第四章 法令の制定 

第十八条  この法律に規定する諸条項を実施するため、必要な法令が制定されなければならない。 

 

【学校教育法（抄）】 
第一章 総則 

（児童、生徒等の懲戒） 
第十一条   校長及び教員は、教育上必要があると認めるときは、文部科学大臣の定めるところによ

り、児童、生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし、体罰を加えることはでき

ない。 
（健康診断等） 
第十二条   学校においては、別に法律で定めるところにより、幼児、児童、生徒及び学生並びに職

員の健康の保持増進を図るため、健康診断を行い、その他その保健に必要な措置を講じな

ければならない。 
 

第二章 義務教育 
（普通教育の目標） 
第二十一条  義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）第五条

第二項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとす

る。 
一  学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な

判断力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度

を養うこと。 
二  学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保

全に寄与する態度を養うこと。 
三  我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それら

をはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理解を

通じて、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
四  家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的

な理解と技能を養うこと。 
五  読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。 
六  生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。 
七  生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する

基礎的な能力を養うこと。 



 

八  健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、

心身の調和的発達を図ること。 
九  生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を

養うこと。 
十  職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路

を選択する能力を養うこと。 
 

第四章 小学校 
（目的） 
第二十九条  小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なもの

を施すことを目的とする。 
 
（目標） 
第三十条   小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第二

十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
②   前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び

技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断

力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意

を用いなければならない。 
（体験活動の充実） 
第三十一条  小学校においては、前条第一項の規定による目標の達成に資するよう、教育指導を行う

に当たり、児童の体験的な学習活動、特にボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然

体験活動その他の体験活動の充実に努めるものとする。この場合において、社会教育関係

団体その他の関係団体及び関係機関との連携に十分配慮しなければならない。 
 

第五章 中学校 
（目的） 
第四十五条  中学校は、小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、義務教育として行

われる普通教育を施すことを目的とする。 
（目標） 
第四十六条  中学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、第二十一条各号に掲げる

目標を達成するよう行われるものとする。 
第五章の二 義務教育学校 

（目的） 
第四十九条の二 義務教育学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育を基礎的な

ものから一貫して施すことを目的とする。 
（目標） 
第四十九条の三 義務教育学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、第二十一条各号

に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
 

第六章 高等学校 
（目的） 
第五十条   高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な

普通教育及び専門教育を施すことを目的とする。 
（目標） 
第五十一条  高等学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成

するよう行われるものとする。 
一   義務教育として行われる普通教育の成果を更に発展拡充させて、豊かな人間性、創造性

及び健やかな身体を養い、国家及び社会の形成者として必要な資質を養うこと。 
二   社会において果たさなければならない使命の自覚に基づき、個性に応じて将来の進路を

決定させ、一般的な教養を高め、専門的な知識、技術及び技能を習得させること。 



 

三   個性の確立に努めるとともに、社会について、広く深い理解と健全な批判力を養い、社

会の発展に寄与する態度を養うこと。 
第八章 特別支援教育 

（目的） 
第七十二条  特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身

体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教

育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な

知識技能を授けることを目的とする。 
（助言又は援助） 
第七十四条  特別支援学校においては、第七十二条に規定する目的を実現するための教育を行うほか、

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、第

八十一条第一項に規定する幼児、児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよ

う努めるものとする。 
（特別支援学級） 
第八十一条  幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項

各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、

児童又は生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上

の困難を克服するための教育を行うものとする。 
②   小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれか

に該当する児童及び生徒のために、特別支援学級を置くことができる。 
一 知的障害者 
二 肢体不自由者 
三 身体虚弱者 
四 弱視者 
五 難聴者 
六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの 

 

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄）】 
第四章 教育機関 
第二節 市町村立学校の教職員 

（任命権者） 
第三十七条  市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規

定する職員（以下「県費負担教職員」という。）の任命権は、都道府県委員会に属する。 
（県費負担教職員の給与、勤務時間その他の勤務条件） 
第四十二条  県費負担教職員の給与、勤務時間その他の勤務条件については、地方公務員法第二十四

条第五項の規定により条例で定めるものとされている事項は、都道府県の条例で定める。 
（服務の監督） 
第四十三条  市町村委員会は、県費負担教職員の服務を監督する。 

２  県費負担教職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、当該市町村の条例及び規則並

びに当該市町村委員会の定める教育委員会規則及び規程（前条又は次項の規定によつて都

道府県が制定する条例を含む。）に従い、かつ、市町村委員会その他職務上の上司の職務上

の命令に忠実に従わなければならない。   



 

【地方公務員法（抄）】 
第三章 職員に適用される基準 
第六節 服務 

（服務の根本基準） 
第三十条   すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当

つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 
（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務） 
第三十二条  職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共

団体の機関の定める規程に従い、且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならな

い。 
（信用失墜行為の禁止） 
第三十三条  職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるような行為をしては

ならない。 
（秘密を守る義務） 
第三十四条  職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様

とする。 
２   法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表する場合において

は、任命権者（退職者については、その退職した職又はこれに相当する職に係る任命権者）

の許可を受けなければならない。[注 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第四十七

条第一項の規定により、「任命権者」は「市町村教育委員会」に読み替える。] 
（職務に専念する義務） 
第三十五条  職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意

力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務に

のみ従事しなければならない。 
（政治的行為の制限） 
第三十六条（略） 

[注 教育公務員特例法第十八条第一項の規定により、公立学校の教育公務員の政治的行為の制限

については、この規定にかかわらず、国家公務員の例による。] 
 

【国家公務員法】 
（政治的行為の制限） 
第百二条   職員は、政党又は政治的目的のために、寄附金その他の利益を求め、若しくは受領し、

又は何らの方法を以てするを問わず、これらの行為に関与し、あるいは選挙権の行使を除

く外、人事院規則で定める政治的行為をしてはならない。 
②   職員は、公選による公職の候補者となることができない。 
③   職員は、政党その他の政治的団体の役員、政治的顧問、その他これらと同様な役割をも

つ構成員となることができない。 
【地方公務員法】 
 

（争議行為等の禁止） 
第三十七条  職員は、地方公共団体の機関が代表する使用者としての住民に対して同盟罷業、怠業そ

の他の争議行為をし、又は地方公共団体の機関の活動能率を低下させる怠業的行為をして

はならない。又、何人も、このような違法な行為を企て、又はその遂行を共謀し、そその

かし、若しくはあおつてはならない。 
２   職員で前項の規定に違反する行為をしたものは、その行為の開始とともに、地方公共団

体に対し、法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程

に基いて保有する任命上又は雇用上の権利をもつて対抗することができなくなるものと

する。   



 

（営利企業等への従事制限） 
第三十八条  職員は、任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他営利を目的とす

る私企業（以下この項及び次条第一項において「営利企業」という。）を営むことを目的と

する会社その他の団体の役員その他人事委員会規則（人事委員会を置かない地方公共団体

においては、地方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利企業を営み、

又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。 
[注 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第四十七条第一項の規定により、「任命権者」は「市

町村教育委員会」に読み替える。] 
【教育公務員特例法（抄）】 

第三章 服務 
（兼職及び他の事業等の従事） 
第十七条  教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業若しくは事務に従

事することが本務の遂行に支障がないと任命権者（地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第三十七条第一項に規定する県費負担教職員（以下「県費負担教職員」という。）について

は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会）において認める場合には、給与を受

け、又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従事することができる。 
（公立学校の教育公務員の政治的行為の制限） 
第十八条  公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については、当分の間、地方公務員法第三十六

条の規定にかかわらず、国家公務員の例による。 
第四章 研修 

（研修） 
第二十一条 教育公務員は、その職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならない。 
（研修の機会） 
第二十二条 教育公務員には、研修を受ける機会が与えられなければならない。 

２  教員は、授業に支障のない限り、本属長の承認を受けて、勤務場所を離れて研修を行うこ

とができる。 
（研修等に関する記録） 
第二十二条の５ 

公立の小学校等の校長及び教員の任命権者は、文部科学省令で定めるところにより、当該

校長及び教員ごとに、研修の受講その他の当該校長及び教員の資質の向上のための取組の状

況に関する記録（以下この条及び次条第二項において「研修等に関する記録」という。）を作

成しなければならない。 
（初任者研修） 
第二十三条 公立の小学校等の教諭等の研修実施者は、当該教諭等（臨時的に任用された者その他の政

令で定める者を除く。）に対して、その採用（現に教諭等の職以外の職に任命されている者を

教諭等の職に任命する場合を含む。附則第五条第一項において同じ。）の日から一年間の教諭

又は保育教諭の職務の遂行に必要な事項に関する実践的な研修（次項において「初任者研修」

という。）を実施しなければならない。 
２  指導助言者は、初任者研修を受ける者（次項において「初任者」という。）の所属する学校

の副校長、教頭、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を除く。）、

指導教諭、教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師のうちから、指導教員を

命じるものとする。 
３  指導教員は、初任者に対して教諭又は保育教諭の職務の遂行に必要な事項について指導及

び助言を行うものとする。 
（中堅教諭等資質向上研修） 
第二十四条 公立の小学校等の教諭等（臨時的に任用された者その他の政令で定める者を除く。以下こ

の項において同じ。）の研修実施者は、当該教諭等に対して、個々の能力、適性等に応じて、

公立の小学校等における教育に関し相当の経験を有し、その教育活動その他の学校運営の円

滑かつ効果的な実施において中核的な役割を果たすことが期待される中堅教諭等としての

職務を遂行する上で必要とされる資質の向上を図るために必要な事項に関する研修（次項に



 

おいて「中堅教諭等資質向上研修」という。）を実施しなければならない。 
２  指導助言者は、中堅教諭等資質向上研修を実施するに当たり、中堅教諭等資質向上研修を

受ける者の能力、適性等について評価を行い、その結果に基づき、当該者ごとに中堅教諭等

資質向上研修に関する計画書を作成しなければならない。 


